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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次  
第45期
第２四半期
累計期間

第46期
第２四半期
累計期間

第45期

会計期間  
自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日

自　平成29年４月１日

至　平成29年９月30日

自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日

売上高 （千円）  3,133,994 3,190,806 6,461,769

経常利益 （千円）  420,441 505,060 1,017,338

四半期（当期）純利益 （千円）  471,611 353,433 845,270

持分法を適用した場合の
投資利益

（千円）  ― ― ―

資本金 （千円）  499,710 513,360 513,360

発行済株式総数 （千株）  5,814 5,892 5,892

純資産額 （千円）  5,095,168 5,989,736 5,704,066

総資産額 （千円）  8,108,796 8,850,219 8,842,975

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円）  81.44 59.99 145.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円）  80.30 ― 143.77

１株当たり配当額 （円）  ― ― 15.00

自己資本比率 （％）  62.8 67.7 64.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  293,983 94,591 820,764

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △1,428,062 175,580 △1,443,233

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △78,400 △88,187 △81,156

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円）  4,591,715 5,282,553 5,100,570
 

 

回次
第45期
第２四半期
会計期間

第46期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 24.05 32.04
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３　第46期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)　業績の状況

 当第２四半期累計期間における当社を取巻く事業環境は、国内における幼児人口が減少傾向にある中、採用活動は

強化しているものの保育士資格を有する人材の確保が不可欠であり、単に待機児童の解消にとどまらず、教育機能や

さらには、子どもや家庭の問題が多様化・複雑化する中、より高い専門性が求められるようになっていくものと考え

ております。一方で、子ども一人当たりに費やす教育費は依然として増加傾向にあり、幼児体育指導業界の同業者間

での差別化がさらに進む傾向にあります。

このような事業環境を背景に、当第２四半期累計期間における売上高は、3,190百万円（前年同四半期比1.8％

増）、経常利益505百万円（前年同四半期比20.1％増）、四半期純利益353百万円（前年同四半期比25.1％減）となり

ました。

当第２四半期累計期間の１株当たり四半期純利益は59円99銭となりました。前第２四半期累計期間の１株当たり四

半期純利益は81円44銭、前事業年度における１株当たり当期純利益は145円02銭でした。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①幼児体育指導関連事業

正課体育指導の実施会場数は前事業年度末の1,053園から37園増加し、当第２四半期会計期間末は1,090園となりま

した。

また当第２四半期会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,087カ所64,479名となりました。

前事業年度末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,073カ所64,231名でした。課外体育指導の会員数

は、前事業年度末の会員数に対して0.4％増となっております。

契約園数及び会員数は堅調に増加したため、幼児体育指導関連事業に係る売上高は3,014百万円（前年同四半期比

2.2％増）、セグメント利益は415百万円（前年同四半期比17.6％増）となりました。

 

②コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、前事業年度末の258件から、当第２四半期会計期間末は251件となりました。

コンサルティング契約件数に係る売上が低迷する中、情報提供会員制度の個別経営指導・アドバイス等に注力し、

人材をより有効に活用するための社内事業基盤の整備に努めた結果、コンサルティング関連事業に係る売上高は176百

万円（前年同四半期比4.3％減）、売上は減少したものの、セグメント利益は64百万円（前年同四半期比10.9％増）と

なりました。
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(2)　財政状態の分析

（資産）

当第２四半期会計期間末における総資産残高は8,850百万円となっており、前事業年度末に対して７百万円の増加と

なりました。

流動資産については、前事業年度末に対して64百万円の減少となりました。これは主に、現預金残高が18百万円、

売掛金が39百万円それぞれ減少したためです。

固定資産については、前事業年度末に対して72百万円の増加となりました。これは主に、投資有価証券の時価評価

額が29百万円、繰延税金資産が23百万円それぞれ増加したためです。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債残高は2,860百万円となっており、前事業年度末に対して278百万円の減少と

なりました。

流動負債については、前事業年度末に対して387百万円の減少となりました。これは主に、前受金が267百万円、買

掛金が35百万円、未払金が48百万円、未払法人税等が36百万円それぞれ減少したためです。

固定負債については、前事業年度末に対して109百万円の増加となりました。これは主に、退職給付引当金が107百

万円増加したためです。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産残高は、5,989百万円となっており、前事業年度末に対して、285百万円の

増加となりました。増加の要因は主として、利益剰余金の増加265百万円、その他有価証券評価差額金が20百万円増加

したためです。

 

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物は、前第２四半期累計期間末より690百万円増加し、5,282百

万円（前年同四半期比15.0％増）となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。　

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、94百万円の収入となりました（前

年同四半期は293百万円の収入）。これは営業利益479百万円、減価償却費26百万円、運転資本の変動△56百万円、運

転資本以外の資産及び負債項目の変動△148百万円、税金等の支出214百万円等に因るものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における投資活動の結果得られたキャッシュ・フローは、175百万円の収入となりました（前

年同四半期は1,428百万円の支出）。これは、定期預金の解約による収入200百万円、設備投資18百万円の支出等に因

るものです。　

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、88百万円の支出となりました（前

年同四半期は78百万円の支出）。これは、配当金の支払いによる支出88百万円等に因るものです。　

 

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。
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(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6)　業績予想に関する情報

平成30年３月期の業績予想については、以下に示すとおりです。平成29年４月28日に公表した数値と変更はありま

せん。

 

平成30年３月期の業績予想 (平成29年４月１日～平成30年３月31日)

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円　 　銭

通期
6,700 1,030 1,050 650 110 　32

（参考）前期実績
6,461 989 1,017 845 145  02

（平成29年３月期）
 　

なお、上記の業績予想については、当社が当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(7)　設備投資計画

当第２四半期累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設に係る計画は、以下のとおりであります。

事業所名
（所在地）

セグメント
の　名称

設備の内容

投資予定金額

着手年月 完了予定

総額
（千円）

既支払額
（千円）

本社(東京都品川区) 全社共通 基幹系システム 42,000 － 平成29年８月 平成30年１月

本社(東京都品川区) 全社共通
ネットワーク管理
システム

30,000 － 平成29年10月 平成30年１月

本社(東京都品川区) 全社共通
情報ネットワーク
基盤

23,000 － 平成29年９月 平成30年１月
 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．投資予定金額については、自己資金を充当する予定です。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 
 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年10月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,892,000 5,892,000

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 5,892,000 5,892,000 － －
 

 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成29年９月30日 ― 5,892 ― 513,360 ― 365,277
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社山善 東京都品川区北品川五丁目18番８号 1,981,000 33.62

山下　明子 東京都品川区 864,932 14.68

コスモ従業員持株会 東京都品川区西五反田二丁目11番17号 378,900 6.43

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 211,600 3.59

山下　孝一 東京都品川区 173,803 2.95

株式会社リンクアンドモチベーショ
ン

東京都中央区銀座六丁目10番１号 114,000 1.93

藍澤證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目20番３号 106,100 1.80

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 103,100 1.75

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 100,000 1.70

広田　照彰 千葉県松戸市 98,620 1.67

計 ― 4,132,055 70.13
 

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式

 

500
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

 
 

5,889,900
58,899 単元株式数は100株

単元未満株式
普通株式

 
 

1,600
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  5,892,000 ― ―

総株主の議決権 ― 58,899 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

幼児活動研究会株式会社
東京都品川区西五反田
二丁目11番17号

500 ― 500 0.01

計 ― 500 ― 500 0.01
 

 
２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成29年７月１日から平成29年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,300,570 5,282,553

  売掛金 203,983 164,278

  商品 2,212 2,653

  貯蔵品 1,810 1,857

  繰延税金資産 92,902 96,993

  その他 77,496 65,576

  貸倒引当金 △906 △775

  流動資産合計 5,678,069 5,613,138

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※1  71,734 ※1  69,913

   構築物 10 7

   工具、器具及び備品 42,349 44,867

   土地 236,334 236,334

   有形固定資産合計 350,429 351,123

  無形固定資産 51,752 45,988

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,036,608 2,066,390

   繰延税金資産 291,608 315,341

   保険積立金 277,767 303,835

   投資不動産（純額） 82,100 82,100

   その他 74,640 72,300

   投資その他の資産合計 2,762,724 2,839,967

  固定資産合計 3,164,906 3,237,080

 資産合計 8,842,975 8,850,219
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 124,911 89,674

  未払金 108,808 59,921

  未払費用 37,040 36,146

  未払法人税等 287,773 251,744

  前受金 283,889 16,787

  賞与引当金 209,611 224,882

  その他 120,301 105,681

  流動負債合計 1,172,336 784,838

 固定負債   

  社債 300,000 300,000

  退職給付引当金 1,408,737 1,516,299

  役員退職慰労引当金 257,834 －

  長期未払金 － 259,343

  固定負債合計 1,966,572 2,075,643

 負債合計 3,138,909 2,860,482

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 513,360 513,360

  資本剰余金   

   資本準備金 365,277 365,277

   資本剰余金合計 365,277 365,277

  利益剰余金   

   利益準備金 15,666 15,666

   その他利益剰余金 4,475,517 4,740,578

   利益剰余金合計 4,491,183 4,756,245

  自己株式 △241 △295

  株主資本合計 5,369,579 5,634,587

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 334,486 355,149

  評価・換算差額等合計 334,486 355,149

 純資産合計 5,704,066 5,989,736

負債純資産合計 8,842,975 8,850,219
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 3,133,994 3,190,806

売上原価 2,190,333 2,179,987

売上総利益 943,660 1,010,818

販売費及び一般管理費 ※1  532,466 ※1  531,078

営業利益 411,194 479,740

営業外収益   

 受取利息 94 1,081

 受取配当金 8,116 5,119

 受取手数料 1,906 936

 保険差益 － 17,923

 その他 1,645 2,663

 営業外収益合計 11,762 27,723

営業外費用   

 支払利息 1,779 1,447

 その他 736 955

 営業外費用合計 2,515 2,402

経常利益 420,441 505,060

特別利益   

 抱合せ株式消滅差益 219,775 －

 特別利益合計 219,775 －

税引前四半期純利益 640,217 505,060

法人税、住民税及び事業税 185,357 210,059

法人税等調整額 △16,751 △36,943

法人税等還付税額 － △21,489

法人税等合計 168,605 151,627

四半期純利益 471,611 353,433
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 640,217 505,060

 減価償却費 29,469 26,465

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 225 △130

 受取利息及び受取配当金 △8,210 △6,200

 支払利息 1,779 1,447

 抱合せ株式消滅差損益（△は益） △219,775 －

 売上債権の増減額（△は増加） 10,510 39,704

 商品の増減額（△は増加） △571 △441

 貯蔵品の増減額（△は増加） 4,813 △47

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 6,799 11,919

 仕入債務の増減額（△は減少） △19,814 △35,237

 賞与引当金の増減額（△は減少） △9,576 15,271

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,264 △257,834

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 81,765 107,561

 保険差益 － △17,923

 前受金の増減額（△は減少） 91,445 △267,101

 未払金の増減額（△は減少） △83,910 △52,447

 未払消費税等の増減額（△は減少） △10,724 △13,512

 長期未払金の増減額（△は減少） － 259,343

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △450 △12,389

 その他 1,218 540

 小計 518,475 304,049

 利息及び配当金の受取額 8,210 6,200

 利息の支払額 △1,779 △1,447

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △230,923 △214,210

 営業活動によるキャッシュ・フロー 293,983 94,591

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △21,775 △18,224

 投資有価証券の取得による支出 △1,400,000 －

 無形固定資産の取得による支出 △2,521 －

 定期預金の純増減額（△は増加） － 200,000

 その他 △3,765 △6,195

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,428,062 175,580

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 社債の償還による支出 △30,000 －

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 9,100 －

 自己株式の取得による支出 － △53

 配当金の支払額 △57,500 △88,133

 財務活動によるキャッシュ・フロー △78,400 △88,187

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,212,479 181,983

現金及び現金同等物の期首残高 5,572,771 5,100,570

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ※2  231,424 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  4,591,715 ※1  5,282,553
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当第２四半期会計期間
(自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。
 

 

(会計方針の変更等)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

該当事項はありません。
 

　

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。
 

 

(追加情報)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

（役員退職慰労引当金）

　当社は、平成29年５月12日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度（以下「本制度」という。）を廃止す
ることを決議し、平成29年６月27日開催の第45回定時株主総会において、在任中の取締役及び監査役に対し、本制
度廃止までの在任期間に応じた役員退職慰労金を打ち切り支給することが決議されております。
 これにより、第１四半期会計期間において、「役員退職慰労引当金」を取り崩しております。なお、当第２四半
期会計期間末における打ち切り支給に伴う未払額259,343千円は、固定負債の「長期未払金」として表示しており
ます。
 

 

(四半期貸借対照表関係)

※１ 国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は次のとおりでありま

す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

　圧縮記帳 1,179 1,179

　（うち、建物附属設備） （1,179） （1,179）
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

広告宣伝費 52,717千円 53,739千円

役員報酬 75,471 〃 79,860 〃

従業員給料 63,341 〃 65,762 〃

賞与引当金繰入額 12,012 〃 13,470 〃

退職給付費用 5,761 〃 6,636 〃

役員退職慰労引当金繰入額 3,264 〃 1,509 〃

法定福利費 17,079 〃 18,090 〃

旅費及び交通費 13,319 〃 12,654 〃

不動産関係費 72,440 〃 74,239 〃

支払派遣料 7,653 〃 4,121 〃
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

前第２四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

預金及び現金 4,791,715千円 5,282,553千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △200,000千円 －千円

現金及び現金同等物 4,591,715千円 5,282,553千円
 

 

※２ 重要な非資金取引の内容

前第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日　至 平成28年９月30日)

　　　合併した会社より承継した資産及び負債の主な内訳

前第２四半期累計期間に合併した株式会社日本経営教育研究所より承継した資産及び負債の主な内訳は、次のと

おりであります。

流動資産   241,728千円

固定資産       230千円

　資産合計   241,958千円

流動負債    19,183千円

固定負債      　－千円

　負債合計 　　19,183千円
 

（注）現金及び現金同等物が231,424千円含まれており、キャッシュ・フロー計算書において「合併に伴う現金及び現

金同等物の増加額」として表示しております。

 

当第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日　至 平成29年９月30日)

　該当事項はありません。

 
(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 57,874 10 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 88,371 15 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 2,949,365 184,628 3,133,994

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 2,949,365 184,628 3,133,994

セグメント利益 352,903 58,291 411,194
 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 3,014,062 176,743 3,190,806

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 3,014,062 176,743 3,190,806

セグメント利益 415,114 64,625 479,740
 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 81円44銭 　59円99銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 471,611 353,433

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 471,611 353,433

   普通株式の期中平均株式数(千株) 5,790 5,891

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 80円30銭 ―

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益調整額(千円) ― ―

   普通株式増加数(千株) 82 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、
前事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第２四半期累計期間は潜在株式が存在しないため

　　　　記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書
平成２９年１０月３１日

幼 児 活 動 研 究 会 株 式 会 社

 取 締 役 会 御 中
 

Ｐ ｗ Ｃ 京 都 監 査 法 人
 

 

指  定  社  員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士  若　　山　　聡　　満   印

 

 

指  定  社  員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士  岩　　崎　　亮　　一   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている幼児活動研究会

株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第４６期事業年度の第２四半期会計期間(平成２９年７

月１日から平成２９年９月３０日まで)及び第２四半期累計期間(平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日まで)に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、幼児活動研究会株式会社の平成２９年９月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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